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１．今年度の研究概要 

・世界の家政学会誌の研究動向を分析し、家政学のそれぞれの国の特徴と動向を明らかにする。 

家政学の方向性から、人間生活学を展望するための資料を得ることを目的とした。そのために 2000

年から 2014 年（15 年間）の掲載論文を日本家政学会の専門分野分類表に基づき分類し、その傾向

を比較検討。対象の国と地域は、USA、DEU、GBR、AUS、KOR、JPN および ARAHE、IFHE、

AU（African Union）であり、約 2000 の論文を分類した。 

・生活課題が広がり複雑化する中、その問題点を明らかにし、人々の生活を国連の開発目標 MDG’S

の 8 つの項目との関連性はどのようになっているかを明らかにし、これまでの家政学のアプローチを

探究するとともに、今後の新しい展開を考察。   

【参考雑誌名】                                            

①Family and Consumer Research Journal (USA)                                                           

②Journal of Family and Consumer Sciences (USA)                              

③Hauswirtschaft und Wissenschaft (GER)                               

④International Journal of Consumer  Studies (UK)                                                                

⑤Home Economics Institution of Australia (AUS)                             

⑥Journal of the Korean home economics association,Family and envirment reserch (KOR)         

⑦Journal of Home Economics (JAN)                                  

⑧The Journal of Asian Regional Association For Home Economics (ARAHE)                

⑨International Journal of Home Economics (IFHE)                                                                                                      

２．研究の成果 

 アメリカでは 1868 年のアイオワ大学で household が設置されて 1899 年に家政学の元となる

「Home Economics」が選定され、消費教育、栄養、子どもの保護、労働安全、公衆衛生、キャリ

ア教育、女性の権利のために家族と消費者科学専門職の形式化につながったとしてきた。近年は家政

教育の教育実践を経営学的なテーマを取り入れたものが微増している。家庭科教育の範囲ではなく、

経営・経済を身近に取り入れたファイナンスなどのビジネスのテーマが多くなっている。児童・食物・

被服・家族といった従来からの家政学の分野は横ばいである。 

 ドイツでは 1951 年に家政学会が設立。以降、住居学・家政労働、家政経営、食物が三大テーマで

あったが、近年は家政教育（消費者教育を含む）が 8 割を占めるテーマとなっている。 

 イギリスは消費者問題・消費者行動が 2000 年以前でも半数を占めていたが、2005 年以降は 7 割

を占めるようになった。 

 韓国では児童・家族問題が近年増加傾向であり、親子関係が子どもに与える影響など、子どもの発

達における心理と親子の関係性といった内容の論文が多くみられる。 

 多様なテーマを包括しつつ、生活を中心にした家政学会誌における論文であるが、多様なテーマを

取り込みつつ、貧困や環境問題、ジェンダーに関する国連の開発目標のテーマも欧米では微増。 



                           

３．研究成果の公表実績・予定（年月日、方法） 

 2016 年 8 月 1 日～6 日に韓国のテジョンで行われた国際家政学会において発表した。欧米・アフ

リカ・アジア諸国から集まった家政学の研究者と対面でのポスターセッションを行った（以下に添

付）。 
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平成 28 年度(2016年) 研究概要 

 

研究所・部門 生活情報学科 

研究課題名 世界の家政学ジャーナルにみる研究動向と消費者教育 

研究代表者 松本 晃子 

研究期間 平成 28 年 4  月  1 日 ～ 平成 29   年  3 月  31 日 

共同研究者 本学での共同研究者は無 

 

1.研究成果取組状況 

（1）国内外の学会発表 

状況 発表者，発表課題，学会誌名，発表年月日，発表場所 招待講演 

発表済 

2016年 8月 1日～6日に韓国のテジョンで行われた国際家政学

会において発表した。欧米・アフリカ・アジア諸国から集まっ

た家政学の研究者と対面でのポスターセッションを行った。 

 

発表予定 
 

 
 

 

（2）雑誌論文（学内紀要含む） 

状況 発表者，発表課題，学会誌名，発表年月日，発表場所 査読有無 

投稿済 
 

 
 

投稿中 

投稿予定 

 

 
 

 

（3）図書等の出版  

状況 発表者，発表課題，学会誌名，発表年月日，発表場所 

出版済  

出版予定 
 

 

 

 

 



                           

（4）シンポジウム・講演会等の開催 

状況 主催者名・協賛社名等，講演（発表タイトル），実施年月日，実施場所 

開催済  

開催予定  

 

(5)本研究に関連して本学経費以外に支援を得た補助金など 

年度 機関・財団名，事業名，課題名 

 
 

 

 
 

 

 

 


